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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」第 82 条第 1項の規定に基づき実

施した，冷温停止状態が維持されることを前提とした高経年化技術評価のうち，2 相ステンレス

鋼の熱時効の評価結果について，補足説明するものである。 

高温の原子炉冷却材環境にあるポンプ，弁等の機器に使用している 2 相ステンレス鋼(ステンレ

ス鋳鋼)は，オーステナイト相中に一部フェライト相を含む 2 相組織であるため，運転中の系統機

器の高温のもとで時間と共にフェライト相内でより安定な組織形態へ移行しようとする相分離が

起こること(熱時効)により，材料の靭性が低下する可能性がある。熱時効による靭性低下への影

響は，フェライト量が多く，使用温度が高いほど大きくなる。また，使用条件としては，応力(荷

重)が大きいほど健全性評価への影響は大きくなる。 

冷温停止状態が維持されることを前提とした状態においては，熱時効が進展する可能性はない

が，き裂の存在によっては，機器の健全性維持に影響があるため，想定するき裂発生の有無及び

熱時効による脆化の観点から，評価を実施した。 

 

2. 基本方針 

2 相ステンレス鋼の熱時効の影響が懸念される対象部位について，き裂の発生及び進展の可能

性が将来にわたって否定できない場合は，その発生又は進展に係る健全性評価を行い，「実用発

電用原子炉施設における高経年化対策審査ガイド(以下，「審査ガイド」という。)」及び「実用

発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド(以下，「実施ガイド」という。)」の要求事

項を満たすことを確認することである。 

2 相ステンレス鋼の熱時効を評価するにあたっての要求事項を表 1に整理する。 

なお，本事象は，原子炉の冷温停止状態が維持されることを前提とした場合，劣化の進展が考

えられない経年劣化事象である。 

評価に当たっては，実施ガイド 3.1⑧ただし書きの規定に該当する場合*1であることを踏まえ，

40 年間における健全性を評価している。 

 

*1：運転開始以後 30 年を経過する日において技術基準規則*2 に定める基準に適合しないもの

がある場合 

*2：実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 
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表 1 2 相ステンレス鋼の熱時効についての要求事項 

ガイド 要求事項 

審査ガイド 

3.高経年化技術評価等の審査の視点•着眼点 

(1)高経年化技術評価の審査 

⑫健全性の評価 

実施ガイド 3.1⑤に規定する期間の満了日までの期間について，高経年化対策

上着目すべき経年劣化事象の発生又は進展に係る健全性を評価していることを

審査する。 

⑬現状保全の評価 

健全性評価結果から現状の保全策の妥当性が評価されていることを審査す

る。 

⑭追加保全策の抽出 

現状保全の評価結果から，現状保全に追加する必要のある新たな保全策が抽

出されていることを審査する。 

 

(2)長期施設管理方針の審査 

①長期施設管理方針の策定 

すべての追加保全策について長期保守管理方針として策定されているかを審

査する。 

実施ガイド 

3.1高経年化技術評価の実施及び見直し 

高経年化技術評価の実施及び見直しに当たっては，以下の要求事項を満たすこと。 

⑤ 抽出された高経年化対策上着目すべき経年劣化事象について，以下に規定する

期間の満了日までの期間について機器•構造物の健全性評価を行うとともに，必要

に応じ現状の施設管理に追加すべき保全策(以下「追加保全策」という。)を抽出

すること。 

イ 実用炉規則第 82 条第 1 項の規定に基づく高経年化技術評価 プラントの運転

を開始した日から60年間(ただし，⑧ただし書の規定に該当する場合にはプラン

トの運転を開始した日から40年間とする。) 

 

3.2長期施設管理方針の策定及び変更 

長期施設管理方針の策定及び変更に当たっては，以下の要求事項を満たすこと。 

① 高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策(発電用原子炉の運転を断

続的に行うことを前提として抽出されたもの及び冷温停止状態が維持されること

を前提として抽出されたものの全て。)について，発電用原子炉ごとに，施設管理

の項目及び当該項目ごとの実施時期を規定した長期施設管理方針を策定するこ

と。 

なお，高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策について，発電用原子炉

の運転を断続的に行うことを前提とした評価から抽出されたものと冷温停止状態

が維持されることを前提とした評価から抽出されたものの間で，その対象の経年

劣化事象及び機器•構造物の部位が重複するものについては，双方の追加保全策を

踏まえた保守的な長期施設管理方針を策定すること。 

ただし，冷温停止が維持されることを前提とした高経年化技術評価のみを行う

場合はその限りでない。 
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3. 評価対象と評価手法 

3.1 評価対象機器•対象部位の選定 

熱時効の評価対象機器•部位の抽出については，日本原子力学会標準「原子力発電所の高経年

化対策実施基準：2008 (以下，「実施基準」という。)」の C.5(2 相ステンレス鋼の熱時

効)C.5.2(評価対象)解説図 C.5.4(熱時効の評価機器•部位の抽出フロー)を基に，以下の条件を

含んだ機器，部位を抽出した。 

〇使用温度が 250℃以上 

〇使用材料が 2相ステンレス鋼(ステンレス鋳鋼) 

〇き裂の原因となる経年劣化事象の発生が想定される 

熱時効の事象分類スクリーニングフローを図 1に示す。 

本スクリーニングフローにおける「き裂の原因となる経年劣化事象」とは，応力腐食割れ又

は低サイクル疲労割れが想定されるか否かについて確認を行っている。 

また，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象(〇事象)及びそれ以外の経年劣化事象のうち，

下記①，②のいずれかに該当する場合は，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事

象として整理•分類した。 

① 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想定し

た劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの(△:日常劣化管理事象) 

② 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今後

も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化

事象(▲:日常劣化管理事象以外) 

 

図 1 熱時効事象分類スクリーニングフロー 

評価対象部位 
(ステンレス鋳鋼で最高使用温度 250℃以上) 

使用温度が 250℃以上 

き裂の原因となる経年劣化 
事象が想定されるか 

規格等で評価が 
求められているか 

評価対象外 

△▲事象 

〇事象 

YES 

YES YES 

NO 

NO NO 
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図 1 のスクリーニングフローにて高経年化対策上着目すべき経年劣化事象(〇事象)と分類し

た部位より，定量評価の対象となる部位を「図 2 熱時効定量評価対象スクリーニングフロー」

により抽出する。  

図 2 熱時効定量評価対象スクリーニングフロー 

 

熱時効スクリーニングフローによる評価対象部位の抽出結果一覧を表 2 に示す。なお，抽出

の結果，定量評価の対象となる部位は抽出されなかった。 

表 2 に示す対象機器・部位のうち，熱時効が高経年化対策上着目すべき経年劣化事象(〇事

象)として整理・分類した部位のうち，低サイクル疲労割れが想定されており，重要度及び最高

使用圧力が高く，疲れ累積係数が最も大きい PLR ポンプ出口弁の弁箱を代表部位として選定し

「4.代表機器の技術評価」にて具体的な説明を実施する。また，その他の評価対象機器は「5.

代表機器以外の技術評価」にて説明を実施する。  

NO 

定量評価対象外 

〇事象 

定量評価 

低サイクル疲労割れ以外の 

経年劣化事象が想定されるか 

低サイクル疲労割れが想定され

るか 

疲れ累積係数が１を超えるか 

点検により確認ができない 

同一機種の最大値を抽出 

YES 

NO 

NO 

NO 

YES 

YES 

YES 
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表 2 熱時効の劣化評価に関する評価対象部位の抽出結果一覧 

評価書分

類 
機器 部位 

最高使

用温度

【℃】 

使用 

温度

【℃】 

熱時効の 

事象分類*1 

き裂の原

因となる

劣化事象*2 

疲れ累

積係数 

フェライト

量【%】*3 
評価結果*4 備考 

ポンプ 
原子炉冷却材 

再循環ポンプ 

羽根車 302 278 △ 無し - - - 

ライナーリング 302 278 △ 無し - - - 

水中軸受 302 278 △ 無し - - ‐ 

ケーシング 302 278 〇 

低サイク

ル疲労割

れ 

0.0113 約 21.0 
定量評価 

対象外 

代表機器と比較して，

条件が同等であるた

め，低サイクル疲労割

れ発生の可能性は小さ

い 

仕切弁 

PLR ポンプ出口弁 

(代表機器) 

弁箱 302 278 〇 

低サイク

ル疲労割

れ 

0.023 約 15.4 
定量評価 

対象外 

代表機器として，低サ

イクル疲労割れを評価

し，許容値を満たすこ

とを確認 

弁ふた 302 278 △ 無し - - - 

弁体 302 278 △ 無し - - ‐ 

PLR ポンプ入口弁 

弁箱 302 278 〇 

低サイク

ル疲労割

れ 

0.019 約 14.3 
定量評価 

対象外 

代表機器と比較して，

条件が同等であるた

め，低サイクル疲労割

れ発生の可能性は小さ

い 

弁ふた 302 278 △ 無し - - - 

弁体 302 278 △ 無し - - ‐ 

逆止弁 SLC 注入第 1 隔離弁 弁箱 302 40 △ 無し - - - 

炉内構造

物 

燃料支持金具 中央燃料支持金具 302 △ 無し - - ‐ 

炉心スプレイ配管

(原子炉圧力容器内

部)・スパージャ 

ノズル 302 △ 無し - - - 

ジェットポンプ 

ライザ 302 △ 無し - - - 

インレットミキサ 302 △ 無し - - ‐ 

デフューザ 302 △ 無し - - - 

ブラケット 302 △ 無し - - ‐ 

機械設備 

ボロンカーバイド

粉末型制御棒 
落下速度リミッタ 302 ▲ 無し - - - 

制御棒駆動機構 
コレットリテ 

イナチューブ 

302 289 △ 無し - - - 

〇：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象(日常劣化管理事象) 

▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象(日常劣化管理事象以外) 

*1：図 1の熱時効事象分類スクリーニングフローによるスクリーニング結果を記載している

*2：技術評価書にて，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象としている事象を示している

*3：フェライト量算出にあたっては，製造時の材料成分を用いて「Standard Practice for Steel

Casting，Austenitic Alloy，Estimating Ferrite Content Thereof（ASTM A800/A800M）」に示さ

れる線図より算出した。なお，Nb，N の化学成分は規格上の設定値がなく，製造時のミルシートに

記載がないため，「Estimation of Fracture Toughness of Cast Stainless Steels during 

Thermal Aging in LWR System」(NUREG/GR-4513/Revsion2)の記載を参考に，保守的に算出した値を

用いている 

*4：図 2の熱時効定量評価対象スクリーニングフローによるスクリーニング結果を記載している

3.2 評価手法 

代表部位について，不安定破壊の原因であるき裂が存在しなければ健全性の維持は可能であ

ることから，き裂の原因となる低サイクル疲労割れが発生する可能性について評価を実施する。 

枠囲みの内容は営業秘密に属しますので公開できません
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4. 代表機器の技術評価

4.1 健全性評価 

熱時効による靭性低下は，フェライト量が多く，使用温度が高く，時効時間が長いほど大き

くなる。靭性が低下した状態でき裂が存在する場合には小さな荷重でき裂が進展し，不安定破

壊を引き起こす可能性がある。PLR ポンプ出口弁の弁箱の使用温度は 250℃以上であり，現時点

(2020 年末)までの時効時間は約 126,000 時間*1 であるため，熱時効による靭性低下の可能性は

否定できないが，不安定破壊の原因となるき裂が存在しなければ健全性の維持は可能である。 

き裂の原因となる経年劣化事象としては，応力腐食割れ及び低サイクル疲労割れが考えられ

るが，ステンレス鋳鋼は，2 相ステンレス組織であり，溶接等による熱影響によって鋭敏化す

ることがないため，応力腐食割れは発生しないものと考えられる*2 ことから，当該機器におい

て，き裂の原因として想定される経年劣化事象は低サイクル疲労割れのみである 

低サイクル疲労割れについては，冷温停止状態が維持されることを前提とした高経年化技術

評価を実施することから，過渡条件は運転開始後 40 年時点までの期間を想定して設定した。た

だし，冷温停止状態においては，プラントの起動・停止等の熱過渡が生じないため，運転開始

後40年時点の過渡条件は，現時点(2020年末)の過渡実績となる。したがって，疲労評価の過渡

条件の繰り返し回数は，現時点(2020 年末)までの運転実績に基づく実績過渡回数を用いて，疲

れ累積係数による評価を実施している。 

表 3 に示すとおり，40 年時点の疲れ累積係数は許容値である 1 を十分に下回ることを確認し

ている。 

*1:実効運転時間 14.38EFPY を時間換算した

*2:一般社団法人 日本原子力安全推進協会「BWR 炉内構造物点検評価ガイドライン」

表 3代表機器の運転 40年時点の疲労評価結果 

対象機器 

(部位) 

運転実績回数に基づく疲れ累積係数(許容値：1以下) 

設計・建設規格の疲労曲線 

による解析 

環境疲労評価手法 

による解析 

2020 年度末時点 2020 年度末時点 

PLRポンプ出口弁 

(弁箱) 
0.00098 0.023 
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4.2 現状保全 

PLR ポンプ出口弁の弁箱の検査内容及び現状保全の内容を以下に示す。 

① 製造時の点検方法，判定基準及び検査結果 

PLR ポンプ出口弁の弁箱の製造時には，放射線透過試験及び浸透探傷試験を実施してお

り，有意な欠陥のないことを確認している。 

 

【PLR ポンプ出口弁の弁箱】 

検査方法：放射線透過試験 

判定基準：告示 501 号「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」 

検査結果：合格 

 

検査方法：浸透探傷試験 

判定基準：告示 501 号「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」 

検査結果：合格 

 

② 現状保全の点検方法，判定基準及び検査結果 

PLR ポンプ出口弁の弁箱の現状保全としては，分解点検時の目視点検及び浸透探傷試験

により，異常のないことを確認している。現在までの検査で異常のないことを確認してお

り，これまでに補修した実績はない。 

至近の検査結果を以下に示す。 

 

【PLR ポンプ出口弁の弁箱】 

•分解点検 

検査方法：目視点検，浸透探傷試験(シート面) 

判定基準(目視点検):社内基準「表面に機能・性能に影響を及ぼすおそれのあるき裂，打

こん，変形及び摩耗がないこと。」 

判定基準(浸透探傷試験)：社内基準「浸透指示模様が「発電用原子力設備規格 設計・

建設規格(2005 年版(2007 年追補版を含む。))」(JSME S NC1-2005/2007) (以下，「設

計・建設規格」という。)に適合していること。「設計・建設規格」に適合しない場合で

あっても，機能・性能に影響を及ぼすものでないこと。」 

実施時期：第 12 回定期検査 

検査結果：合格 

 

4.3 総合評価 

運転開始後 40 年時点を想定した PLR ポンプ出口弁の弁箱の健全性評価結果から判断して，高

温環境下のため熱時効により破壊靭性が低下する可能性はあるが，現状保全において，目視点

検及び浸透探傷試験を実施し，異常の無いことを確認しており，冷温停止状態においては，有

意な熱過渡はなく，今後のき裂の原因となる低サイクル疲労割れの発生する可能性はないこと

から，熱時効が高経年化対策上問題となる可能性はないと判断する。 

 

4.4 高経年化への対応 

PLR ポンプ出口弁の弁箱の熱時効については，現状保全項目に，高経年化対策の観点から追

加すべきものはなく，今後も現状保全を継続していく。 
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5. 代表機器以外の技術評価 

表 2に示す機器のうち，使用温度が 250℃以上となる機器について評価を行った。 

き裂の原因となる低サイクル疲労割れが想定される機器は，代表機器の評価に包含され，低サ

イクル疲労割れが発生する可能性はないと評価する。 

また，その他の機器については，き裂の原因となる経年劣化事象が想定されないことから，熱

時効が問題となる可能性はないと評価する。なお，冷温停止状態において熱時効は進展すること

がない事象である。 

別紙 1に代表機器以外の機器に関する現状保全等について記載する。 

 

6. まとめ 

6.1 審査ガイド適合性 

2.「基本方針」で示した要求事項について技術評価を行った結果，すべての要求を満足して

おり，審査ガイドに適合していることを確認した。熱時効についての要求事項との対比表を表

4に示す。 

 

6.2 施設管理に関する方針として策定する事項 

施設管理に関する方針として策定する事項は，抽出されなかった。 

 

以上 
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表 4 2 相ステンレス鋼の熱時効についての要求事項との比較表 

ガイド 要求事項 技術評価結果 

審査ガイド 

3.高経年化技術評価等の審査の視点•着眼点 
(1)高経年化技術評価の審査 
⑫健全性の評価 
実施ガイド 3.1⑤に規定する期間の満了日までの期間に

ついて，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の発生又

は進展に係る健全性を評価していることを審査する。 

4.1「健全性評価」に示すとお

り，代表機器であるPLR ポンプ

出口弁の弁箱について運転開始

後 40 年時点を想定した健全性

評価を実施した。 

⑬現状保全の評価 
健全性評価結果から現状の保全策の妥当性が評価されて

いることを審査する。 

4.2「現状保全」に示すとお

り，現状保全の評価結果から，

現状の保全策が妥当であること

を確認した。 

⑭追加保全策の抽出 
現状保全の評価結果から，現状保全に追加する必要のあ

る新たな保全策が抽出されていることを審査する。 4.4「高経年化への対応」に示

すとおり，現状保全項目に高経

年化対策の観点から追加すべき

ものはないと判断した。 

(2)長期施設管理方針の審査 
①長期施設管理方針の策定 
すべての追加保全策について長期保守管理方針として策

定されているかを審査する。 

実施ガイド 

3.1高経年化技術評価の実施及び見直し 
高経年化技術評価の実施及び見直しに当たっては，以下の

要求事項を満たすこと。 
⑤ 抽出された高経年化対策上着目すべき経年劣化事象に

ついて，以下に規定する期間の満了日までの期間につい

て機器•構造物の健全性評価を行うとともに，必要に応

じ現状の施設管理に追加すべき保全策(以下「追加保全

策」という。)を抽出すること。 
イ 実用炉規則第82条第1項の規定に基づく高経年化技

術評価 プラントの運転を開始した日から60年間(ただ

し，⑧ただし書の規定に該当する場合にはプラントの

運転を開始した日から40 年間とする。) 

4.4「高経年化への対応」に示

すとおり，現状保全項目に高経

年化対策の観点から追加すべき

ものはないと判断した。 

3.2長期施設管理方針の策定及び変更 
長期施設管理方針の策定及び変更に当たっては，以下の要

求事項を満たすこと。 
① 高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策

(発電用原子炉の運転を断続的に行うことを前提として

抽出されたもの及び冷温停止状態が維持されることを前

提として抽出されたものの全て。)について，発電用原

子炉ごとに，施設管理の項目及び当該項目ごとの実施時

期を規定した長期施設管理方針を策定すること。 
なお，高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策

について，発電用原子炉の運転を断続的に行うことを前

提とした評価から抽出されたものと冷温停止状態が維持

されることを前提とした評価から抽出されたものの間

で，その対象の経年劣化事象及び機器•構造物の部位が

重複するものについては，双方の追加保全策を踏まえた

保守的な長期施設管理方針を策定すること。 
ただし，冷温停止が維持されることを前提とした高経

年化技術評価のみを行う場合はその限りでない。 
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別紙 
 

 

別紙 1 代表機器以外の機器に関する現状保全等について 
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別紙 1 

別紙1. 代表機器以外の機器に関する現状保全等について 

 

熱時効の健全性評価において，代表機器以外の機器に関して，き裂の原因となる経年劣化事象が

想定されないと判断した理由は以下のとおり。 

•ステンレス鋳鋼は 2 相ステンレス組織であり，溶接等による熱影響によって鋭敏化することが

ないため，応力腐食割れは発生しないものと考えられる*1。 

•製造時の非破壊検査にて，初期欠陥のないことを確認している。 

•低サイクル疲労割れについては，プラントの起動•停止時等に受ける温度•圧力変化により大き

な応力を受ける機器について，建設時に工事計画認可にて評価を実施しており，技術評価に

おいても代表機器において評価を実施し，許容値を満たすことを確認している。 

 

その他の機器については，工事計画認可時の評価対象ではなく，また，疲労評価上，プラントの

起動•停止時等に温度•圧力及び流量変化の影響が代表機器よりも厳しくないことから，低サイクル

疲労割れが発生する可能性はない。 

*1：一般社団法人 日本原子力安全推進協会「BWR 炉内構造物点検評価ガイドライン」 

 

以下に，代表機器以外の機器において「き裂の原因となる経年劣化事象が想定される部位」及び

「き裂の原因となる経年劣化事象が想定されない部位」の対応について示す。 

 

1. き裂の原因となる経年劣化事象が想定される部位の対応について 

1.1 原子炉冷却材再循環ポンプのケーシング及びPLRポンプ入口弁の弁箱について 

原子炉冷却材再循環ポンプのケーシング及びPLRポンプ入口弁の弁箱は，表1に示すとおり，

製造時の検査及び現状保全を実施し，異常がないことを確認している。 

また，低サイクル疲労割れについては，プラントの起動•停止時等に受ける温度•圧力変化に

より大きな応力を受ける部位として，代表機器である PLR ポンプ出口弁の弁箱において運転開

始後 40 年時点を想定した評価を実施しており，許容値を満足していることから，低サイクル疲

労割れが発生する可能性はない。 

以上より，熱時効は想定されるが，そのことが機器の健全性に影響を与える可能性はないと

評価する。 
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表 1 原子炉冷却材再循環ポンプのケーシング及び 

PLR ポンプ入口弁の弁箱の製造時の検査及び現状保全 

機種 

分類 
機器名称 対象部位 

製造時の検査及び 

判定基準*1 

現状保全及び 

判定基準*1 
結果 

ポンプ 
原子炉冷却材

再循環ポンプ 
ケーシング 

•放射線透過試

験：① 

•浸透探傷試験：

② 

•供用期間中検査 

(目視点検)：③ 

(浸透探傷試験)：④ 

•目視点検：⑤ 

合格 

仕切弁 
PLR ポンプ入

口弁 
弁箱 

•放射線透過試

験：① 

•浸透探傷試験：

① 

・目視点検：⑤ 

・浸透探傷試験(シー

ト面)：⑥ 

合格 

*1:製造時の検査及び現状保全の判定基準を以下に示す 

①告示 501 号 「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」 

②告示 501 号 「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」又は省令第 81 号準拠 

③日本機械学会「発電用原子力設備規格 維持規格(2008 年度版)」(JSME S NA1-2008) 

EB-1220 VT-3 

④日本機械学会「発電用原子力設備規格 溶接規格(2007 年度版)」(JSME S NB1-2007)N-1100 

⑤社内基準：表面に機能・性能に影響を及ぼすおそれのあるき裂，打こん，変形及び摩耗がないこ

と 

⑥社内基準：浸透指示模様が「発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2005 年版(2007 年追補版

を含む。))」(JSME S NC1-2005/2007)(以下，「設計・建設規格」という。)に適合していること。

「設計・建設規格」に適合しない場合であっても，機能・性能に影響を及ぼすものでないこと 

 

2. き裂の原因となる経年劣化事象が想定されない部位の対応について 

2.1 SLC 注入第１隔離弁の弁箱，中央燃料支持金具，炉心スプレイ配管(原子炉圧力容器内部)・スパ

ージャのノズル，ジェットポンプのライザ・インレットミキサ・デフューザ・ブラケット，ボロ

ンカーバイト粉末型制御棒の落下速度リミッタ及び制御棒駆動機構のコレットリテイナチューブ

について 

SLC 注入第１隔離弁の弁箱，中央燃料支持金具，炉心スプレイ配管(原子炉圧力容器内部)・

スパージャのノズル，ジェットポンプのライザ・インレットミキサ・デフューザ・ブラケット，

ボロンカーバイト粉末型制御棒の落下速度リミッタ及び制御棒駆動機構のコレットリテイナチ

ューブはステンレス鋳鋼であり，また高温純水中にあるため，熱時効による材料の靭性低下が

想定される。この状態でき裂が存在する場合には小さな荷重でき裂が進展し，不安定破壊を引

き起こす可能性がある。しかしながら，「平成 8 年度プラント長寿命化技術開発に関する事業

報告書」(平成 9年 3月 財団法人 発電設備技術検査協会)においては，熱時効温度 290℃におけ

る試験結果から，引張強さの上昇はほとんど認められておらず，破壊靭性値の低下はあまり認

められていない。そのため，BWR の炉水温度(約 280℃)における熱時効による材料への影響は大

きくないと考えられる。また，当該部位に，低サイクル疲労割れ等のき裂といった経年劣化事

象が想定されないため，熱時効を起因とする不安定破壊が発生する可能性は小さい。当該部位

は，表 2のとおり，製造時の検査で異常がないことを確認し，現状保全を実施している。 
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表 2 SLC 注入第１隔離弁等の製造時の検査及び現状保全 

対象機器 対象部位 
製造時の検査 

及び判定基準*1 
現状保全の内容 
及び判定基準*1 

結果 

SLC 注入第 1隔離弁 弁箱 ・浸透探傷試験：① 
・浸透探傷試験(シート
面：② 
・目視点検：③ 

合格 

燃料支持金具 
中央燃料 

支持金具 

・放射線透過試験：④ 

・浸透探傷試験：④ 
・目視点検：⑤(予定) 合格*2 

炉心スプレイ配管(原子炉圧力

容器内部)・スパージャ 
ノズル 

・放射線透過試験(材料試験と

して)① 
・目視点検(水中カメラに
よる)：⑤ 

合格 

ジェットポンプ 

ライザ 

・放射線透過試験(材料試験と

して)① 

・浸透探傷試験(材料試験とし

て)① 

・耐圧漏えい検査：① 

・外観検査：① 

・目視点検(水中カメラに
よる)：⑤ 

合格 

インレットミキサ 
・目視点検(水中カメラに
よる)：⑤ 

デフューザ 
・目視点検(水中カメラに
よる)：⑤ 

ブラケット 
・目視点検(水中カメラに
よる)：⑤ 

制御棒 

(ボロン•カーバイド型制御棒) 
落下速度リミッタ 

・放射線透過試験(材料試験と

して)① 

・浸透探傷試験(材料試験とし

て)① 

・運用基準*3 に基づき取替

え 
合格 

制御棒駆動機構 
コレットリテイナ

チューブ 

・浸透探傷試験(材料試験とし

て)① 
・浸透探傷試験：② 
・目視点検:③ 

合格 

*1：製造時の検査及び現状保全の判定基準を以下に示す

①メーカ基準による

②浸透指示模様が「設計・建設規格」(JSME S NC1-2005/2007)に適合していること。「設計・

建設規格」に適合しない場合であっても，機能・性能に影響を及ぼすものでないこと 

③社内基準：表面に機能・性能に影響を及ぼすおそれのあるき裂，打こん，変形及び摩耗がな

いこと 

④告示 501 号「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」

⑤日本機械学会「発電用原子力設備規格 維持規格(2008 年度版)」(JSME S NA1-2008)EB-1220

VT-3 

*2：現状保全(目視点検)については，第 15回定期事業者検査にて実施予定

*3：社内取替え基準：熱中性子照射量による



- 1-4 - 

2.2 原子炉冷却材再循環ポンプ(羽根車，ライナーリング，水中軸受)，PLR ポンプ入口弁(弁ふ

た，弁体)及び PLR ポンプ出口弁(弁ふた，弁体)について 

PLR ポンプ(羽根車，ライナーリング，水中軸受)，PLR ポンプ入口弁(弁ふた，弁体)及び PLR

ポンプ出口弁(弁ふた，弁体)は，表 3 に示すとおり，製造時の検査又は現状保全により，異常

がないことを確認している。 

また，低サイクル疲労割れについては，プラントの起動•停止時等に受ける温度•圧力変化に

より大きな応力を受ける部位として，代表機器である PLR ポンプ出口弁の弁箱において運転開

始後 40 年時点を想定した評価を実施しており，許容値を満足することを確認している。 

さらに，疲労評価上，原子炉冷却材再循環ポンプ(羽根車，ライナーリング，水中軸受)，PLR

ポンプ入口弁(弁ふた，弁体)及び PLR ポンプ出口弁(弁ふた，弁体)よりも PLR ポンプ出口弁の

弁箱が厳しいと考えられることから，これらに低サイクル疲労割れが発生する可能性はない。 

以上より，熱時効は想定されるものの，そのことが機器の健全性に影響を与える可能性はな

いと考える。 

 

表 3 原子炉冷却材再循環ポンプ等の製造時の検査及び現状保全 

機種分類 対象機器 対象部位 
製造時の検査及び 

判定基準*1 
現状保全及び判定基準*1 結果 

ポンプ 
原子炉冷却材 

再循環ポンプ 

羽根車 
・放射線透過試験：① 
・浸透探傷試験：① 

・浸透探傷試験：② 
・目視点検：③ 

合格 

ライナー

リング 
・浸透探傷試験：① 

・浸透探傷試験：② 
・目視点検：③ 

合格 

水中軸受 
・放射線透過試験：④ 
・浸透探傷試験：① 

・目視点検：⑤ 合格 

仕切弁 

PLR ポンプ入口弁 
弁ふた， 

弁体 
・放射線透過試験：⑥ 
・浸透探傷試験：⑥ 

・浸透探傷試験 ：⑦ 
・目視点検：⑧ 

合格 

PLR ポンプ出口弁 
弁ふた， 

弁体 
・放射線透過試験：⑥ 
・浸透探傷試験：⑥ 

・浸透探傷試験 ：⑦ 
・目視点検：⑧ 

合格 

*1:製造時の検査及び現状保全の判定基準を以下に示す。 

①メーカ基準による 

②「設計・建設規格」(JSME S NC1-2005/2007) PVB-2426(1) 

③社内基準：機能・性能に影響を及ぼすおそれのあるキズ，変形，腐食，摩耗及びき裂がないこ

と 

④JIS G 0581-1968 1 級又は 2級 

⑤社内基準：機能・性能に影響を及ぼすおそれのあるキズ，変形，腐食及びき裂がないこと 

⑥告示 501 号「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」 

⑦社内基準：浸透指示模様が「設計・建設規格」(JSME S NC1-2005/2007)に適合していること

「設計・建設規格」に適合しない場合であっても，機能・性能に影響を及ぼすものでないこと 

⑧社内基準：機能・性能に影響を及ぼすおそれのあるき裂，打こん，変形及び摩耗がないこと  

以上 


	1. 概要
	2. 基本方針
	3. 評価対象と評価手法
	3.1 評価対象機器•対象部位の選定
	3.2 評価手法

	4. 代表機器の技術評価
	4.1 健全性評価
	4.2 現状保全
	4.3 総合評価
	4.4 高経年化への対応

	5. 代表機器以外の技術評価
	6. まとめ
	6.1 審査ガイド適合性
	6.2 施設管理に関する方針として策定する事項

	別紙1. 代表機器以外の機器に関する現状保全等について



